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11年間の要約財務データ

2004 2003 2002 2001

損益計算書データ
売上高： ¥268,574 ¥272,202 ¥279,344 ¥287,045
機械加工品 111,693 118,118 122,025 124,461

売上高に対する比率 42.% 43.% 44.% 43.%
電子機器 156,881 154,084 156,303 151,910

売上高に対する比率 58.% 57.% 56.% 53.%
流通販売ほか — — 1,016 10,674

売上高に対する比率 —.% —.% 0.% 4.%

売上総利益 ¥065,313 ¥068,702 ¥073,283 ¥  84,117
　　売上高に対する比率 224.3.% 25.2.% 26.2.% 29.3.%

営業利益 18,104 19,352 21,972 32,977
　　売上高に対する比率 6.7.% 7.1.% 7.9.% 11.5.%

当期純利益（損失） 6,019 (2,434) 5,298 14,826
　　売上高に対する比率 2.2.% (0.9.)% 1.9.% 5.2.%

貸借対照表データ
総資産 ¥314,915 ¥320,069 ¥350,037 ¥346,965
流動資産 138,953 127,447 131,548 137,106
流動負債 167,626 134,459 156,908 127,290
短期借入債務及び 1年以内に返済予定の長期借入債務 119,643 81,262 103,461 66,531
長期借入債務 51,842 85,862 79,212 118,629
運転資本 (28,673) (7,012) (25,360) 9,816
株主資本 93,866 98,213 112,732 100,574
　　総資産に対する比率 29.8.% 30.7.% 32.2.% 29.0.%

1株当たりデータ
当期純利益（損失）:

潜在株式調整前 ¥015.08. ¥   (6.10.) ¥013.27. ¥  37.14.
潜在株式調整後 14.51. (4.85.) 12.60. 34.10.

株主資本 235.21. 246.08. 282.42. 251.96.
現金配当金 7.00. 7.00. 7.00. 7.00.

その他のデータ
株主資本当期純利益（損失）率 6.3.% (2.3.)% 5.0.% 11.6.%
総資産当期純利益（損失）率 1.9.% (0.8.)% 1.5.% 4.0.%
支払利息 ¥03,213 ¥004,765 ¥005,673 ¥  7,553
営業活動によるキャッシュ･フロー 21,714 32,279 34,017 38,332
有形固定資産の取得による支出 18,825 16,382 26,245 39,877
フリー･キャッシュ･フロー 2,889 15,897 7,772 (1,545)
減価償却費及びその他の償却費 22,728 24,015 25,577 23,682
発行済株式数（株） 399,167,695 399,167,695 399,167,695 399,167,695
従業員数（人） 43,839 43,002 43,729 45,193

注1. 2003年度に、株式市場の大幅な下落に伴い、金融関連保有株式等の減損処理による投資有価証券評価損4,945百万円、電源事業等の事業撤退に伴う損失見込額
として電源事業等整理損3,144百万円、米国における環境対策費用として環境整備費1,206百万円を特別損失に計上しました。

注2. 2001年度に、経営資源の集中と財務体質の改善をはかるため、家具事業子会社である株式会社アクタスの全株式を譲渡したことに伴い、関係会社株式売却益
として特別利益に5,215百万円を計上しました。また、一方で車輪事業からの撤退に伴う損失見込額として、車輪事業整理損2,762百万円を特別損失に計上し
ました。
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単位：千米ドル
単位：百万円 （注8）

2000 1999 1998 1997 1996 1995 1994 2004

¥284,757 ¥305,324 ¥326,094 ¥302,886 ¥260,537 ¥239,133 ¥121,586 $2,541,151
127,734 136,807 142,007 136,147 122,540 113,795 51,835 1,056,798

45.% 45% 43% 45% 47% 48% 42%
146,133 157,603 180,875 165,118 136,519 115,216 61,504 1,484,353

51.% 52% 56% 54% 52% 48% 51%
10,890 10,914 3,212 1,621 1,478 10,122 8,247 —

4.% 3% 1% 1% 1% 4% 7%

¥081,534 ¥090,161 ¥107,086 ¥086,487 ¥075,152 ¥063,866 ¥031,753 $0,617,976
28.6.% 29.5.% 32.8.% 28.6.% 28.8.% 26.7.% 26.1.%

31,069 38,546 58,811 41,901 34,788 27,283 12,706 171,302
10.9.% 12.6.% 18.0.% 13.8.% 13.4.% 11.4.% 10.4.%

(2,677) 11,507 15,144 8,862 7,354 2,570 591 56,956
(0.9.)% 3.7.% 4.6.% 2.9.% 2.8.% 1.1.% 0.5.%

¥403,994 ¥473,360 ¥492,210 ¥563,220 ¥556,787 ¥529,959 ¥699,475 $2,979,616
153,658 219,826 213,194 264,368 291,143 287,762 457,402 1,314,726
124,085 197,071 246,114 322,966 336,106 308,740 414,075 1,586,021
68,022 142,828 178,228 254,243 251,983 249,712 328,082 1,132,019

124,690 128,223 96,882 109,365 97,129 99,208 161,207 490,514
29,573 22,755 (32,920) (58,598) (44,963) (20,978) 43,327 (271,294)

154,357 145,705 141,843 123,831 116,753 113,276 111,623 888,129
38.2.% 30.8.% 28.8.% 22.0.% 21.0.% 21.4.% 16.0.%

単位：米ドル
単位：円 （注8）

¥0 (6.72.) ¥028.94. ¥038.42. ¥022.76. ¥018.91. ¥006.61. ¥001.52. $0.14.
(5.39.) 26.32. 34.85. 21.03. 18.68. 6.61. 1.52. 0.14.

386.71. 366.29. 357.77. 317.46. 300.22. 291.33. 287.13. 2.23.
7.00. 7.00. 7.00. 7.00. 7.00. 6.00. 3.00. 0.07.

単位：千米ドル
単位：百万円 （注8）

(1.8.)% 8.0.% 11.4.% 7.4.% 6.4.% 2.3.% 0.5.%
(0.6.)% 2.4.% 2.9.% 1.6.% 1.4.% 0.4.% 0.1.%

¥07,897 ¥12,231 ¥16,593 ¥ 19,109 ¥ 17,525 ¥17,903 ¥07,707 $030,403
60,289 60,740 83,878 29,546 26,230 52,951 16,594 205,453
19,504 20,563 23,688 50,931 37,434 22,895 8,880 178,115
40,785 40,177 60,190 (21,385) (11,204) 30,056 7,714 27,338
25,026 28,034 29,616 29,277 22,319 18,634 9,269 215,057

399,150,527 397,787,828 396,470,473 390,076,018 388,892,609 388,824,616 388,761,608
42,399 40,482 38,733 37,096 35,978 29,790 27,821

注3. 2000年度に、経営資源の集中と財務体質の改善をはかるため、全額出資子会社であるミネベア信販株式会社の株式等の譲渡及び他の関係会社の整理等を決定
したことに伴い、関係会社事業整理損として特別損失に25,782百万円を計上しました。一方、2000年度から税効果会計を全面的に適用し、従来からの法人税
等の期間配分処理と併せて、法人税等の繰延分（利益）として6,276百万円を計上しました。

注4. 1995年度に、連結子会社の信販事業と、その子会社である消費者金融会社の株式を売却しました。この売却により109,368百万円の資金を受け取り、短期借入
債務及び長期借入債務の返済に充当しました。この結果、金融債権･債務は減少しました。

注5. 1994年度に、決算日を9月30日から3月31日に変更しました。従って、1994年度は1993年10月1日から1994年3月31日までの6ヵ月間の決算となっておりま
す。他の事業年度については12ヵ月間です。

注6. 2000年度より、事業の種類別売上高の区分を変更し、過年度の数値を修正し再表示しております。
注7. 2000年度より、連結財務諸表規則により作成された連結キャッシュ･フロー計算書を組替え、表示しております。
注8. 米ドル金額は、便宜的に2004年3月31日現在の為替相場１米ドル=105.69円で換算しております。
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事業の概要 　超精密機械加工技術、垂直統合生産システム、大量生産技術をコアコンピタンスとする当社グ

ループの事業は、ミニチュア･小径ボールベアリング（以下、ボールベアリング）を主な製品とする

機械加工品セグメント（当期売上高比率42%）と、HDD用スピンドルモーターやファンモーター等

の精密小型モーター、及びキーボードを主要製品とする電子機器セグメント（同58%）により構成

されています。

　製品開発は、日本を中心に、タイ、ドイツ、米国で行い、生産はタイ、中国を中心に日本、シ

ンガポール、米国、英国で行っています。当社グループの最大の生産拠点であるタイが連結生産

高に占める比率は58％であり、日本を除くアジア全体では81%です。

　主な市場は、PC及び周辺機器（当期売上高比率44%）、情報通信機器（同11%）、家電（同10%）、

航空宇宙（同9%）などです。従って、当社の販売先の顧客は日米欧のほか、中国等アジアで生産を

展開する企業が多く、当社の地域別売上高は日本を除くアジアが最も多く連結売上高に占める比

率は45％、次いで日本が多く26％、ほかは米国と欧州となっています。

（詳しくは55ページ以降をご参照下さい）

戦略の概要 　当社グループでは、コアコンピタンスである超精密機械加工技術、垂直統合生産システム、大

量生産技術との適合性を高めた製品群の構築を推し進め、ボールベアリング、精密小型モーター

などに経営資源を集中させて事業展開をしています。また、製品開発力についても新たなコアコ

ンピタンスとすべく圧倒的な競争優位性の確立を目指しています。

　そして、コアコンピタンス戦略を高めるため、事業のさらなる峻別、新たな組織運営、実行力

の向上、明確な評価尺度の導入などにより、事業の拡大をはかっています。

　当社の経営の戦略課題は以下にまとめられます。

1. ベアリングとベアリング関連製品事業の一層の強化・拡大をはかる。

2. 精密小型モーター事業をさらに拡充し、ベアリング関連製品と並ぶ柱に育てる。

3. 全ての製品について高付加価値製品の比率を引き上げると同時に、製品の幅を広げより広範囲

な市場に対応出来るようにする。

概　観　

経営陣による財務分析
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単位：百万円

3月31日に終了した各事業年度 2004 2003 2002 2001 2000

事業の種類別外部顧客に対する売上高：

　　機械加工品 ¥(111,693 ¥118,118 ¥(122,025 ¥(124,461 ¥127,734
　　電子機器 156,881 154,084 156,303 151,910 146,133
　　流通販売ほか — — 1,016 10,674 10,890
　　　　計 ¥(268,574 ¥272,202 ¥(279,344 ¥(287,045 ¥284,757

事業の種類別営業利益（損失）：

　　機械加工品 ¥(019,505 ¥018,520 ¥(022,135 ¥(023,906 ¥021,996
　　電子機器 (1,401) 832 (163) 8,259 8,254
　　流通販売ほか — — (0) 812 819
　　　　計 ¥(018,104 ¥019,352 ¥(021,972 ¥(032,977 ¥031,069

事業の種類別資産：

　　機械加工品 ¥(189,741 ¥191,793 ¥(205,920 ¥(200,457 ¥183,111
　　電子機器 196,918 204,489 231,806 255,789 234,558
　　流通販売ほか — — 745 3,711 8,022
　　消去又は全社 (71,744) (76,213) (88,434) (112,992) (21,697)
　　　　計 ¥(314,915 ¥320,069 ¥(350,037 ¥(346,965 ¥403,994

事業の種類別減価償却費：

　　機械加工品 ¥(010,811 ¥010,378 ¥(009,489 ¥(010,842 ¥010,031
　　電子機器 10,894 12,448 14,891 11,240 11,911
　　流通販売ほか — — 5 68 83
　　　　計 ¥(021,705 ¥022,826 ¥(024,385 ¥(022,150 ¥022,025

事業の種類別資本的支出：

　　機械加工品 ¥(004,168 ¥004,750 ¥(007,963 ¥(019,464 ¥008,813
　　電子機器 14,929 11,853 18,485 21,010 10,571
　　流通販売ほか — — 5 185 228
　　　　計 ¥(019,097 ¥016,603 ¥(026,453 ¥(040,659 ¥019,612

所在地別外部顧客に対する売上高：

　　日本 ¥(068,760 ¥072,755 ¥(083,705 ¥(111,643 ¥117,141
　　アジア（日本を除く） 121,072 107,789 95,884 82,437 74,067
　　北米・南米 48,726 58,998 63,569 58,192 58,253
　　欧州 30,016 32,660 36,186 34,773 35,296
　　　　計 ¥(268,574 ¥272,202 ¥(279,344 ¥(287,045 ¥284,757

所在地別営業利益：

　　日本 ¥(004,883 ¥003,133 ¥(000,767 ¥(011,806 ¥011,883
　　アジア（日本を除く） 10,763 12,418 17,387 17,362 15,173
　　北米・南米 2,084 1,859 1,968 1,327 2,729
　　欧州 374 1,942 1,850 2,482 1,284
　　　　計 ¥(018,104 ¥019,352 ¥(021,972 ¥(032,977 ¥031,069

所在地別資産：

　　日本 ¥(166,277 ¥175,917 ¥(195,305 ¥(212,827 ¥182,130
　　アジア（日本を除く） 201,194 185,397 201,541 183,118 168,406
　　北米・南米 29,173 37,064 38,088 38,821 41,265
　　欧州 20,075 20,528 25,194 25,191 33,851
　　消去又は全社 (101,804) (98,837) (110,091) (112,992) (21,658)
　　　　計 ¥(314,915 ¥320,069 ¥(350,037 ¥(346,965 ¥403,994

セグメント別財務データ
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財務報告

経営成績

機械加工品
42%

電子機器
58%

事業の種類別売上高構成比

売上高 営業利益

事業の種類別売上高と営業利益構成比

単位：10億円

機械加工品
電子機器

42%

–7.7%

58%

107.7%

111.7

156.9

19.5

–1.4

注：％は全体に占める比率

売上高 　当期の売上高は2,685億7,400万円と前期比36億2,800万円（1.3％）の減少となりました。主要顧客

市場であるPCや情報通信機器、家電、産業機械などの需要が回復するなか、一部の主要製品では

過去最高の生産･販売数量を記録するなど主要製品の販売数量は増加しましたが、円高による海外

販売分の減少、事業終了による減少と単価下落に相殺されました。米ドル建の販売が多い当社で

は日本円に対する米ドルの低下の影響が大きく、為替変動による売上高への影響は合計約89億円

の減少要因となりました。事業終了による影響としては、2002年11月にFDD事業、2003年7月に

米国の一部事業、2004年3月に電源事業等を終了したことにより、売上高が前期よりそれぞれ

約23億円、約10億円、約35億円減少しました。

　

事業の種類別売上高

機械加工品事業

　当期の機械加工品事業の売上高は1,116億9,300万円と前期比64億2,500万円（5.4％）の減少となり

ました。

　ベアリング及びベアリング関連製品事業の売上高は前期比33億3,400万円（3.4％）減少し、946億

400万円となりました。主要製品のボールベアリング事業では、事業規模の拡大追求と徹底的なコ

スト競争力強化を柱とする｢月産1億8,000万個体制の構築｣を実施した結果、販売数量が伸長しまし

たが、円高の影響と単価下落に相殺されました。また、HDDに使用されるピボットアッセンブリー

では、タイムリーな新製品の導入により約70%の市場占有率を維持しましたが、販売数量の増加は

円高による影響と単価下落に相殺されました。

　その他機械加工品事業の売上高は前期比30億9,100万円（15.3％）減少し、170億8,900万円となり

ました。米国の一部事業を売却したことにより売上高が約10億円減少したほか、主に需要の減少

により特殊機器製品の売上高が減少しました。

電子機器事業

　当期の電子機器事業の売上高は1,568億8,100万円と前期比27 億9,700万円（1.8％）の増加となり

ました。

　回転機器事業の売上高は前期比75億5,300万円（9.5％）増加し、867億4,100万円となりました。各

製品の販売数量の拡大が円高の影響と単価下落に一部相殺されましたが、HDD用スピンドルモー

ターの売上高を大幅に拡大したことによるものです。HDD用スピンドルモーターの売上高は、円

高の影響と単価下落の影響が一部ありましたが、HDDの需要の増加とシェア拡大による販売数量

の拡大により増加しました。

　その他電子機器事業の売上高は47億5,600万円（6.4%）減少し、701億4,100万円となりました。中

小型液晶用バックライトを中心とするライティングデバイス事業は、積極的な高性能品の市場投

入により新規顧客の開拓が進み売上高を拡大しましたが、キーボードの売上高が、中国新工場の

立ち上げの遅れと一部顧客の在庫調整の影響により減少しました。また、2002年11月にFDD事業、

2004年3月に電源事業等から撤退したことにより、売上高が前期よりそれぞれ約23億円、約35億

円減少しました。
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海外売上高
単位：百万円

2004年3月31日に終了した事業年度 アジア（日本を除く） 北米･南米 欧州 計

海外売上高 ¥121,598 ¥45,336 ¥32,238 ¥199,172

連結売上高 ¥268,574

連結売上高に占める海外売上高の割合 45.3.% 16.9.% 12.0.% 74.2.%

20042003200220012000

284.8 287.0 279.3 272.2 268.6

事業の種類別売上高

単位：10億円
300

240

180

120

60

0

機械加工品
電子機器
流通販売ほか

注： 2003年度以降は、事業売却により「流通販売ほ
か」セグメントはなくなりました。

18.5

事業の種類別営業利益

単位：10億円
40
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0

–10

機械加工品
電子機器
流通販売ほか

0.8
8.3

–0.2

23.9

0.8
8.3

22.0

22.1

0.8

19.5

–1.4

2002 2004200320012000

注： 2003年度以降は、事業売却により「流通販売ほ
か」セグメントはなくなりました。

地域別売上高

　地域別では、日米欧の主要顧客によるアジア地域への生産拠点の移転の影響が引き続き見られ

ました。また、日本以外の地域では円高による外貨建売上高減少の影響がありました。

　日本では、景気の着実な回復が見られましたが、顧客による生産品目の海外子会社などへの移

管の影響を受け、拡販に努めたものの、売上高は前期から44億3,300万円（6.0％）減少し、694億

200万円となりました。

　日本を除くアジア地域の売上高は、PC、OAや家電メーカーの生産拠点としてますます重要性

を増している影響を受けて増加しましたが、円高の影響により一部相殺されました。その結果、売

上高は前期比146億5,600万円（13.7％）増加し、1,215億9,800万円となりました。

　北米・南米地域の売上高は、顧客のアジアへの生産移管が進むなか、電子機器の販売が総じて

低迷したことに円高の影響が加わり、前期比117億6,700万円（20.6％）減少し、453億3,600万円と

なりました。

　欧州地域では、経済のゆるやかな回復傾向が見られましたが、電子機器の販売不振がありまし

た。ユーロ高による影響が減少を一部相殺しましたが、売上高は前期比20億8,400万円（6.1％）減

少し、322億3,800万円となりました。

事業の種類別売上高

単位：百万円

2004年3月31日に終了した事業年度 機械加工品 電子機器 小計 消去又は全社 連結

外部売上高 ¥111,693 ¥156,881 ¥268,574 ¥         — ¥268,574

セグメント間内部売上高 2,191 15 2,206 (2,206) —

売上高計 1113,884 156,896 270,780 (2,206) 268,574

営業費用 94,379 158,297 252,676 (2,206) 250,470

営業利益（損失） 19,505 (1,401) 18,104 — 18,104

資産 189,741 196,918 386,659 (71,744) 314,915

減価償却費 10,811 10,894 21,705 — 21,705

資本的支出 4,168 14,929 19,097 — 19,097

期中平均為替レート表
単位：円

2004 2003

米ドル 113.97 122.29
ユーロ 132.73 120.34
シンガポールドル 65.58 69.08
タイバーツ 2.79 2.86
人民元 13.77 14.77
注：四半期決算上の期中平均レートの平均値
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単位：百万円

3月31日に終了した各事業年度 2004 2003 2002 2001 2000

売上高 ¥268,574 ¥272,202 ¥279,344 ¥287,045 ¥284,757

売上原価 203,261 203,500 206,061 202,928 203,223

売上高原価率 75.7.% 74.8.% 73.8.% 70.7.% 71.4.%

売上総利益 65,313 68,702 73,283 84,117 81,534

販売費及び一般管理費 47,209 49,350 51,311 51,140 50,465

売上高販売費及び一般管理費比率 17.6.% 18.1.% 18.4.% 17.8.% 17.7.%

売上原価、販売費及び

一般管理費

売上原価

　当期の売上原価は2,032億6,100万円と前期比2億3,900万円（0.1％）減少しました。売上高に対す

る比率は前期の74.8％から0.9ポイント上昇して75.7％となりました。売上高では米ドルに対する

円高が減少要因となりましたが、売上原価では米ドルのほか、タイバーツや円のコストの割合も

高いため売上高への影響ほどの押し下げ要因にはなりませんでした。また、生産・販売活動の効

率改善をはかり工場経費は減少しましたが、全体的な価格競争の激化による販売価格の低下と原

価率の高い製品の売上比率の上昇が、売上高原価率の上昇要因となりました。特にスピンドルモー

ターを中心に原価率が高い製品の売上高の割合が上昇したことが影響しました。

販売費及び一般管理費

　販売費及び一般管理費は472億900万円と前期比21億4,100万円（4.3％）減少し、売上高に対する比

率は前期の18.1％から0.5ポイント低下し17.6％となりました。全社的に経費削減を推進した結果、物

流費、人件費及び一般経費が削減された成果であります。円高による海外子会社の費用の減少もあ

りました。

利　益 営業利益

　営業利益は181億400万円と前期比12億4,800万円（6.4％）減少し、売上高営業利益率は6.7％と前

期から0.4ポイント低下しました。

事業の種類別営業利益（損失）

機械加工品事業

　機械加工品事業の営業利益は195億500万円と前期比9億8,500万円（5.3％）の増加となり、売上

高営業利益率（外部顧客に対する売上高をベース）は 17.5％と前期から1.8ポイント改善しました。

ボールベアリング事業では、「月産1億8,000万個体制の構築」を実施した結果、営業利益及び利益

率が向上しました。円高による影響や他製品の売上高の減少により一部相殺されましたが、機械加

工品事業の営業利益は増加しました。

電子機器事業

　電子機器事業は14億100万円の営業損失を計上し、前期比22億3,300万円の減少となりました。

電子機器事業では、PCや情報通信機器、家電などの需要が回復するなか、全般的な顧客からの継

続的な単価引き下げ圧力と国内及びアジアを中心とする国外のメーカーとの競争激化が見られま

した。新製品の市場投入と拡販に努めた結果、多くの主要製品では数量ベースの拡大を達成しま

したが、販売数量増とコスト低減努力は単価下落と円高による影響に相殺されました。なかでも、

2.5インチ以下のHDD用FDBモーターへの参入と、採算性の改善が課題となっているHDD用スピ
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ンドルモーター事業、また、中国新工場の立ち上げに伴い初期負担が嵩んだキーボード事業にお

いて損失が膨らみ、電子機器事業全体の営業損失を拡大させました。

税金等調整前当期純利益

その他収益・費用

　その他収益・費用（営業外損益及び特別損失の純額）は51億4,600万円の費用・損失となり、前期

から137億1,100万円費用・損失が縮小しました。前期に計上した投資有価証券評価損や電源事業

等整理損などの計上は、当期はありませんでした。また、前期に借入金の返済等に伴い新規借入

による低金利の資金調達を実施したことにより、支払利息は15億5,200万円削減されました。

税金等調整前当期純利益

　以上の結果、税金等調整前当期純利益は129億5,800万円と、前期比124億6,300万円増加しました。

当期純利益（損失）

法人税等

　当期の法人税、住民税及び事業税として44億1,200万円計上し、法人税等調整額を27億9,800万

円計上したため、法人税等合計は72億1,000万円となりました。前期から43億400万円増加しまし

た。一部赤字子会社があったことに加えて、ミネベア単体に対する海外子会社からの配当支払い

が増加しましたが、税務上の繰延損失があり配当金に含まれる外国税額を控除できていないこと

が増加の要因でした。

少数株主利益（損失）

　少数株主損益は2億7,100万円の損失となり、前期比2億9,400万円減少しました。

当期純利益（損失）

　以上の結果、当期純利益は前期比84億5,300万円増加し、60億1,900万円となりました。

　1株当たり当期純利益は15.08円と、前期の1株当たり当期純損失6.10円から増加しました。

利　益

単位：百万円

3月31日に終了した各事業年度 2004 2003 2002 2001 2000

営業利益 ¥18,104 ¥(19,352 ¥21,972 ¥32,977 ¥31,069

売上高営業利益率 6.7.% 7.1.% 7.9.% 11.5.% 10.9.%

その他収益・費用

（営業外損益及び特別損失の純額） (5,146) (18,857) (9,023) (10,590) (37,681)

当期純利益（損失） 6,019 (2,434) 5,298 14,826 (2,677)

売上高当期純利益（損失）率 2.2.% (0.9.)% 1.9.% 5.2.% (0.9.)%

１株当たり当期純利益（損失）（円）：

　　潜在株式調整前 15.08. (6.10.) 13.27. 37.14. (6.72.)

　　潜在株式調整後 14.51. (4.85.) 12.60. 34.10. (5.39.)

株主資本当期純利益（損失）率 6.3.% (2.3.)% 5.0.% 11.6.% (1.8.)%

総資産当期純利益（損失）率 1.9.% (0.8.)% 1.5.% 4.0.% (0.6.)%
20042003200220012000
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財務の状況

流動性の確保 　 当社は従来から、上記の有利子負債削減のための資金と設備投資及び研究開発活動のための資

金のほぼすべてを営業キャッシュ・フローにより調達してきました。これは、ボールベアリング

事業などの主要事業部門において、キャッシュ・フローを生み出す体制が構築できているからで

す。今後も十分な営業キャッシュ・フローを確保できると考えています。

　今後の流動性の確保につきましては、現時点において長期･短期合わせて1,000億円以上の調達余

力がありますので、今後のキャッシュ・フローからの収入と合わせて流動性は十分確保できると

考えています。また、運転資金の効率的な調達を行うため、主要取引金融機関他とコミットメン

トライン契約を締結しており、この契約に基づく当期の借入未実行残高は150億円です。

設備投資 　当期の有形固定資産の取得による支出（設備投資額）は、ボールベアリングの増産とキーボード

の中国新工場のほか、ピボットアッセンブリー、スピンドルモーター及び内製部品の増産を中心

に188億2,500万円となり、前期の163億8,200万円より24億4,300万円増加しました。

　前期から強力に推し進めている内製部品部門を含めた生産効率向上施策のもと、設備投資は200億

円を切る水準が過去2期続きましたが、来期は主要事業において増産のための設備投資を増加する

予定です。ボールベアリング、スピンドルモーター、ピボットアッセンブリー、ライティングデバイス

の増産、キーボードの新工場、及びミネベア・松下モータ社関連を主体に230億円を投資する予定です。

　　

配当金 　経営環境の変化に機敏に対応できる体制の構築を目指して、財務体質の強化と内部留保資金の

増大をはかりつつ、安定した配当を継続することが重要であると考えています。

財務方針 　グローバルに企業間の競争が激化する事業環境下では、顧客のあらゆる要求に応える新製品の開

発や、市場を一歩リードする製品の開発のための先行投資、需要の増減に直ちに対応できる設備投

資等実行の柔軟性の確保が不可欠との認識で資金調達力の機動性維持に努めています。格付は以下

のとおり健全性を維持していますが、実質（ネット）D/Eレシオ*1倍（2004年3月期末現在1.6倍）、即

ち、ネット有利子負債を1,000億円を下回る水準にまで削減することを中期的な目標とし、毎期の

キャッシュ・フローは、運転資金や研究開発･設備投資等に必要な資金を除き、有利子負債の返済に

充当しています。

*借入債務合計額から現金及び現金同等物を差し引いたネット有利子負債を株主資本で割った数値。

当社格付

2004年6月現在 長期格付 短期格付

ムーディーズ・インベスターズ・サービス（Moody’s） Baa2 —

日本格付研究所（JCR） A– J–1

格付投資情報センター（R&I） A– a–1
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　当期のフリー･キャッシュ・フロー（営業活動によるキャッシュ･フローから設備投資額を差し

引いた額）は、運転資金の増加により、前期比130億800万円減少し28億8,900万円の収入となり

ました。

営業活動によるキャッシュ･フロー

　営業活動によるキャッシュ･フローは、税金等調整前当期純利益の前期比124億6,300万円の増加

がありましたが、前期に特別損失として投資有価証券評価損や事業等整理損等の引当金を計上（そ

の他に計上）したこと、当期の売上債権とたな卸資産等の増加により、前期比105億6,500万円減少

し、217億1,400万円の収入となりました。

投資活動によるキャッシュ･フロー

　投資活動によるキャッシュ･フローは、設備投資額が前期比24億4,300万円増加しましたが、投

資有価証券の売却による収入（その他に計上）と有形固定資産の売却による収入の増加により、前

期比13億100万円支出が減少し、149億3,200万円の支出となりました。

財務活動によるキャッシュ・フロー

　財務活動によるキャッシュ・フローは、借入債務が前期比190億3,100万円増加したことにより、

前期比198億6,200万円増加し43億9,100万円の収入となりました。

現金及び現金同等物

　キャッシュ・フローの収入とミネベア・松下モータ社発足の準備資金による増加で、現金及び現

金同等物の期末残高は、前期比106億300万円増加の247億8,000万円となりました。

フリー・キャッシュ・フロー

単位：百万円

3月31日に終了した各事業年度 2004 2003 2002 2001 2000

営業活動によるキャッシュ･フロー ¥(21,714 ¥(32,279 ¥(34,017 ¥ 38,332 ¥(60,289

有形固定資産の取得による支出 (18,825) (16,382) (26,245) (39,877) (19,504)

フリー･キャッシュ･フロー 2,889 15,897 7,772 (1,545) 40,785

注：2000年度より、連結財務諸表規則により作成された連結キャッシュ･フロー計算書を組替え、表示しております。20042003200220012000
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資産、負債及び資本

単位：百万円

3月31日現在 2004 2003 2002 2001 2000

総資産 ¥314,915 ¥320,069 ¥350,037 ¥346,965 ¥403,994
流動資産 138,953 127,447 131,548 137,106 153,658
たな卸資産 41,534 43,204 49,887 52,764 46,839
流動負債 167,626 134,459 156,908 127,290 124,085
運転資本 (28,673) (7,012) (25,360) 9,816 29,573
有利子負債 171,485 167,125 182,673 185,160 192,712
ネット有利子負債 146,706 152,947 168,720 173,228 168,280
株主資本 93,866 98,213 112,732 100,574 154,357
株主資本比率 29.8.% 30.7.% 32.2.% 29.0.% 38.2.%
1株当たり株主資本（円） 235.21. 246.08. 282.42. 251.96. 386.71.

20042003200220012000
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期末日為替レート表
単位：円

2004 2003

米ドル 105.69 120.20
ユーロ 128.88 129.83
シンガポールドル 62.91 68.01
タイバーツ 2.67 2.80
人民元 12.79 14.48

財政状態

　当期末の資産合計は、前期末比51億5,400万円（1.6％）減少の3,149億1,500万円となりました。ま

た、借入債務合計額から現金及び現金同等物を差し引いたネット有利子負債は前期末比62億4,100

万円（4.1％）減少の1,467億600万円となりました。ネットD/Eレシオは前期から横這いの1.6倍と

なりました。

資　産

　前期末より、主要な通貨に対して円高になったことによる資産減少の影響がありました。

　現金及び現金同等物は、キャッシュ･フローからの収入とミネベア・松下モータ社の設立に関わ

る一時的な増加により、前期末比106億300万円増加しました。受取手形及び売掛金は、円高によ

る影響で一部相殺されましたが、アジア地域での受取手形及び売掛金の増加と、一部の売掛債権

の流動化を中止した影響により、前期末比35億4,000万円増加しました。たな卸資産は円高による

影響に一部相殺され、前期末比16億7,000万円減少しました。これらの結果、流動資産は前期末比

115億600万円（9.0％）増加し、1,389億5,300万円となりました。

　有形固定資産は、前期末比145億200万円（8.9％）減少し、1,484億5,800万円となりました。当期

の有形固定資産の取得による支出（設備投資額）は188億2,500万円となり、前期の163億8,200万円

より24億4,300万円増加しました。

　無形固定資産は、連結調整勘定の減少により前期末比13億4,600万円（9.8％）減少し124億300万

円となりました。

　投資その他の資産は、繰延税金資産の減少が投資有価証券の増加に一部相殺され、前期末比8億

4,400万円（5.3％）減少し150億5,500万円となりました。

負　債

　1年以内に償還予定の転換社債と1年以内に返済予定の長期借入債務の増加により、短期借入債

務と1年以内に返済予定の長期借入債務を合わせた短期有利子負債が前期末比383億8,100万円増加

したため、流動負債は前期末比331億6,700万円（24.6％）増加の1,676億2,600万円となりました。

　固定負債は転換社債と長期借入債務の一部を短期有利子負債に計上換えしたため、343億8,400万

円（39.4％）減少の527億4,400万円となりました。

少数株主持分

　少数株主持分は4億1,000万円増加し、6億7,900万円となりました。

資　本

　当期末の資本合計は、前期末比43億4,700万円（4.4％）減少して938億6,600万円となりました。

当期純利益60億1,900万円を計上しましたが、円高による為替換算調整勘定の増加92億3,100万円

に相殺されました。

財政状態
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機械加工品事業

セグメント情報

事業の種類別業績

42%全体に占める
売上高比率
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売上高の推移 
単位：10億円 
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ベアリング及びベアリング関連製品 
その他機械加工品 

　連結売上高の42％を占める機械加工品事業は、ボールベアリング、ロッドエンド＆スフェリカ

ル･ベアリング、ピボットアッセンブリーなどの｢ベアリング及びベアリング関連製品｣、特殊機器、

ネジ類などの｢その他機械加工品｣に分けられます。

主要製品群、市場と市場での位置付け
世界市場占有率

製品 主要市場 （数量ベース、当社推定）

ベアリング及びベアリング関連製品

　　ボールベアリング 各種小型モーター、家電、 1位 60%–00
情報通信機器、自動車 （シェアはミニチュア･小径のみ）

　　ロッドエンド＆スフェリカル･ 航空機、産業機械 1位 50–60%
　　　ベアリング

　　ピボットアッセンブリー HDD 1位 70%–00

その他機械加工品

　　特殊機器、ネジ 航空機、自動車、産業機械

当期のハイライト　

■ボールベアリングの事業規模の拡大追求と徹底的な競争力強化を柱とする｢月産1億8,000万個体

制の構築｣を実施。

■タイムリーな新製品の導入により、ピボットアッセンブリーの市場占有率が約70%を維持。

当期の市場環境

■設備投資の回復を背景に世界経済が回復。

■PCやHDD、情報通信機器、家電、産業機械業界からの需要が順調に拡大。

■顧客からの継続的な単価引き下げ圧力の影響を受けて単価が下落。

■航空機業界からの需要は引き続き低迷。

重点課題と今後の方針

■予想されるボールベアリング市場の変化に対応して新規分野への対応を加速し、競争力をさら

に強化する。

業績及び事業詳細

　当期の機械加工品事業の売上高は1,116億9,300万円と前期比64億2,500万円（5.4％）の減収となり

ました。営業利益は195億500万円と前期比9億8,500万円（5.3％）の増加となり、売上高営業利益

率（売上高は外部顧客に対する売上高）は17.5％と前期から1.8ポイント改善しました。
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ベアリング及びベアリング関連製品事業

　ベアリング及びベアリング関連製品事業の売上高は前期比33億3,400万円（3.4％）減少し、946億

400万円となりました。

ボールベアリング

　当期も引き続き、ボールベアリングの事業規模の拡大追求と徹底的なコスト競争力強化を柱と

する｢月産1億8,000万個体制の構築｣を実施しました。世界の景気の回復を受けて需要が順調に拡

大に向かったこともあり、当期末までには1億7,000万個を大きく上回る生産・販売（社内使用を含

む）となりました。また、期を通して大幅なコスト低減を実現しました。その結果、ボールベアリ

ングの営業利益及び利益率は向上し、機械加工品事業全体の収益の牽引役となりました。

　今後のボールベアリングの市場については、需要は従来よりも加速して拡大すると予想しており

ます。複写機のデジタル化やカラー化、ブロードバンドの普及に伴うデジタル機器の普及、並びに、

中国製家電などの需要増に押されて市場が急速に拡大しつつあること、また、ごく最近ではデジタ

ル家電の普及や家電の高性能化などにより、新しい需要が生まれてきているからです。一方で、需

要の拡大に合わせて、今後は競争が激化することも予想されます。

　来期は、このようなボールベアリング市場の変化に対応して新規分野への製品投入を加速し、競

争力をさらに強化します。具体的には、販売目標を半年前倒しして、来期半ばまでに月1億8,000

万個の水準達成と定着を目指します。また、総合力の強化のために、開発営業の強化、中華圏で

の拡販、コスト競争力の強化を実施します。

ロッドエンド＆スフェリカル・ベアリング

　主要マーケットである航空機業界では、航空業界の低迷を受けて当期も需要不振が続きました。

しかし、民間航空機大手2社のボーイングとエアバスが2005年から増産に転じる方向であり、来期

は当社製品に対する需要も期後半から増加に転じると期待しています。また、2005年2月に初飛行

が予定されているエアバスの次世代機種A380向けに製品開発を進め、ビジネスの取り込みをは

かった結果、当社製品が対象となる分野で高シェアの受注を獲得することができました。

ピボットアッセンブリー

　拡大するHDDの需要を取り込むため、ピボットアッセンブリーの新製品導入とコスト競争力の

強化に努めた結果、当期はシェアが安定的に7割を維持し、販売数量は前期から2割以上も増加し

ました。当期はピボットアッセンブリーの収益性の改善をミネベアの重点施策の一つとしました

が、ボールベアリングとのシナジー効果の面で成果が現れました。来期は、需要が拡大する2.5イ

ンチ、1.8インチ、1インチHDD用の増産をはかります。

その他機械加工品事業

　その他機械加工品事業の売上高は前期比30億9,100万円（15.3％）減少し、170億8,900万円となり

ました。2003年7月に米国の一部事業を売却したことにより売上高が前期比約10億円減少したこ

とに加えて、需要減少により特殊機器製品の売上高が減少しました。

　

主要製品

●ベアリング及びベアリング関連製品

　ミニチュア・ボールベアリング

　小径ボールベアリング

　シャフト一体型ボールベアリング

　ロッドエンドベアリング

　スフェリカルベアリング

　ローラーベアリング

　ジャーナルベアリング

　ピボットアッセンブリー

　テープガイド

●その他機械加工品

　航空機用／自動車用ネジ類

　特殊機器

　電磁クラッチ／電磁ブレーキ
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電子機器事業 　連結売上高の58％を占める電子機器事業は、HDD用スピンドルモーター、ファンモーター、ス

テッピングモーターを中心とする｢回転機器｣、キーボード、スピーカー、ライティングデバイス

などの｢その他電子機器｣に分けられます。

主要製品群、市場と市場での位置付け
世界市場占有率

製品 主要市場 （数量ベース、当社推定）

回転機器
　　HDD用スピンドルモーター HDD 2位 20–25%

　　ファンモーター PC、OA機器、その他情報通信機器、 2位 15–20%
ゲーム機、家電

　　ステッピングモーター OA機器、光磁気ディスクドライブ 2位 15–20%

その他電子機器
　　キーボード PC 3位 20%–00

　　エレクトロデバイス FDDヘッド及びMODはPC、

ライティングデバイスは携帯電話

　　パワーエレクトロニクス 電源等は事業終了

　　スピーカー PC、家電、自動車

　　計測機器 産業機械、自動車

当期のハイライト

■2003年8月に松下電器産業株式会社と情報モーターの合弁事業の設立に合意。2004年4月1日か

ら業務開始。

■HDD用スピンドルモーターのシェアを拡大、売上高を拡大。

■2003年8月に中国のキーボード新工場が稼働開始。

■ライティングデバイス事業が軌道に乗る。

当期の市場環境

■設備投資の回復を背景に世界経済が回復。

■PCやHDD、情報通信機器、家電業界からの需要が順調に拡大。

■顧客からの継続的な単価引き下げ圧力と中国を中心とするアジア地域での生産拡大に合わせて

価格競争が激化。

重点課題と今後の方針

■ミネベア・松下モータ社を軌道に乗せる。

■HDD用スピンドルモーターの早期の新製品投入と採算性の改善を目指す。

■各電子機器事業の抜本的な収益性の改善をはかる。

■ディスプレイ周辺部品の事業拡大をはかる。

業績及び事業詳細

　当期の電子機器事業の売上高は1,568億8,100万円と前期比27億9,700万円（1.8％）の増加となりま

した。電子機器事業は14億100万円の営業損失を計上しました。
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回転機器事業

　回転機器事業の売上高は前期比75億5,300万円（9.5％）増加し、867億4,100万円となりました。

HDD用スピンドルモーター

　需要増加とシェア拡大により、当期のHDD用スピンドルモーターの売上高は前期比大幅に増加

しました。これは、当社売上高の9割を占める3.5インチHDDの需要がデスクトップPC向けとデ

ジタル家電向けに伸長したことによるものですが、今後も高容量が必要とされるデスクトップPC、

デジタル家電、映像機器向けなどに需要は広がると見ております。一方、市場が加速的に拡大し

ている2.5インチ以下のHDD用FDBモーターへの参入が不可欠です。従来から研究開発を進めて

きた製品に、2004年4月に発表した新製品を加えて、あらゆる角度から参入を目指しています。

　また、当期は、HDD用スピンドルモーター事業の収益性の改善が大きな課題として残りました。

競争激化により3.5インチHDD用スピンドルモーターの単価は急速に下落し、単価下落にコスト削

減が追い付かない状況が続きました。コストの抜本的な見直しをはかると同時に、高いコスト競

争力を有する新製品の拡販を進め、来期中に業績改善をはかる計画です。

ファンモーター

　ファンモーターの売上高は、販売数量を拡大しましたが、円高による影響と単価下落に相殺さ

れて前期比横這いにとどまりました。当期はPC・サーバー向けに拡販を実施し売上を拡大しまし

たが、後半のゲーム機向け等の需要減速の影響を受けて伸び悩みました。

　ミネベア･松下モータ社の事業として、ファンモーターは製品群が拡充されました。具体的には、

従来のボールベアリングタイプのみから、スリーブベアリングタイプが製品群に加わりました。さ

らに、当社では比較的注力していなかった家電事業向けビジネスも加わりました。広がった事業

領域をベースに積極的な事業展開をはかって参ります。

ステッピングモーター

　ステッピングモーターの売上高は、販売数量の増加が円高による影響と単価下落に相殺され、前

期比若干減少しました。ハイブリッドタイプは、OA機器や産業機械向けに新製品の拡販が順調に

進みました。PMタイプは、光ディスクドライブ向けに拡販を実施しましたが、アジア勢を中心と

する単価競争が激化しています。

　ステッピングモーターにつきましても、ミネベア･松下モータ社の事業として製品群が強化され

ました。具体例としては、小型PMモーターの分野が加わったことです。ファンモーターと同様、

積極的な事業展開をはかります。

主要製品

●回転機器

　ハードディスクドライブ（HDD）用

　　スピンドルモーター

　ファンモーター

　ハイブリッド型ステッピングモーター

　PMステッピングモーター

　DCブラシレスモーター

　電動パワーステアリング用

　　DCブラシレスモーター

　VRレゾルバ

●その他電子機器

　パソコン（PC）用キーボード

　スピーカー

　エレクトロデバイス製品

フロッピーディスクドライブ（FDD）

用磁気ヘッド、光磁気ディスクドラ

イブ（MOD）、液晶用ライティング

デバイス

　パワーエレクトロニクス製品

　　　バックライトインバーター

　計測機器

　　　ひずみゲージ、ロードセル
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その他電子機器事業

　その他電子機器事業の売上高は前期比47億5,600万円（6.4%）減少し、701億4,100万円となりまし

た。2002年11月に終了したFDD事業と2004年3月に終了した電源事業等を除きますと、前期のそ

の他電子機器事業の売上高は610億円、当期は621億円となり、事業撤退による影響が見られました。

キーボード

　2003年8月に中国上海近郊の新工場が稼働し、生産は順調に軌道に乗りました。しかし、当初の

予定より新工場の開始が遅れたことや主要顧客先の在庫調整の影響を受け、当期は売上高が大幅

に減少しました。新工場の初期費用の負担も加わって厳しい収益状況となっています。来期下期

の黒字転換を目指し、タイからの早期生産移管を進めています。

エレクトロデバイス

　中小型カラー液晶用フロントライト･バックライトから構成されるライティングデバイス事業が

順調に軌道に乗ってきました。大手顧客先への拡販が進み、当期売上高は前期比3.5倍の90億円近

くまで増えました。

　現在、携帯電話の市場は動画対応にシフトしています。即ち、画面サイズは大きく、かつ、さ

らに高輝度、高精細ということになります。ミネベアの製品開発力と超精密機械加工技術におけ

る優位性を活用して、市場から一歩進んだ製品を引き続き提供していきます。

　バックライトは、MOD事業などを通して長年蓄積してきた光学関連技術を応用した製品です。

この光学関連技術に電子回路技術を合わせて、ディスプレイ周りのR&D活動を進めてきましたが、

今後、バックライトインバーターを次のディスプレイ周辺部品事業の柱として拡大する計画です。

従来はPC用液晶ディスプレイやスキャナー・コピーマシンを中心に事業を展開してきましたが、

大型TV向けに参入する目処がつきました。

　FDD用磁気ヘッドとMODにつきましては、最終需要の縮小傾向が続いています。

パワーエレクトロニクス

　当期末、電源事業等を終了しました。

スピーカー

　主要顧客市場であるPCやオーディオ、自動車向けに拡販を実施しましたが、スピーカーの売上

高は前期比微増にとどまりました。

計測機器

　射出成形機を中心とする産業機械の需要増加などにより、計測機器の売上高は前期から大幅に

増加しました。計測機器は長期的に高い成長が見込まれ、新製品の市場投入や中国での拡販など

積極的な事業を展開しています。
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所在地別業績

日本 　日本地域は、景気の着実な回復が見られましたが、多くの顧客が生産品目を海外の子会社へ移

管するなどの影響が加わり、売上高は687億6,000万円と前期比39億9,400万円（5.5％）減少しまし

た。しかし、営業利益は円高による製品輸入仕入価格の低下等もあり、48億8,300万円と前期比17

億5,000百万円（55.9％）の増加となりました。

アジア（日本を除く） 　アジア地域は、日本、欧米のPCや家電メーカー等の生産拠点として重要な地域です。情報通信

機器関連業界の需要回復に伴い、販売は堅調に推移しましたが、当地域の生産拡大に合わせて価

格競争も激化しています。この結果、売上高は円高にもかかわらず1,210億7,200万円と前期比132

億8,300万円（12.3％）増加しましたが、営業利益は107億6,300万円と16億5,500万円（13.3％）の減

少となりました。

北米･南米 　北米･南米地域は、顧客のアジアへの生産移管が進むなか、キーボード、スピーカー、及びファ

ンモーター等の電子機器の販売が総じて低迷したことに加え、ロッドエンドベアリングの主要市

場である民間航空機業界からの需要回復も遅れました。この結果、売上高は487億2,600万円と円

高の影響もあり、前期比102億7,100万円（17.4％）減少しましたが、営業利益は20億8,400万円と前

期比2億2,600万円（12.2％）の増加となりました。

欧州 　欧州地域は、景気のゆるやかな回復傾向が見られるなかで、ボールベアリング及びロッドエン

ドベアリング等が堅調に推移しましたが、キーボード等電子機器の不振があり、ユーロ通貨に対

し円安にもかかわらず、売上高は300億1,600万円、営業利益は3億7,400万円と、前期と比べ、そ

れぞれ26億4,400万円（8.1％）の減少、15億6,800万円（80.7％）の減少となりました。
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9.4%連結営業利益に
占める比率

27.0%

連結売上高に
占める比率

45.1% 連結生産高に
占める比率

連結営業利益に
占める比率 59.4% 80.7%

11.2% 2.1% 2.0%
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連結生産高に
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連結営業利益に
占める比率

（注）売上高：外部顧客に対する売上高
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来期の見通し

事業等のリスク 　当社グループの経営成績及び財政状態等に影響を及ぼす可能性のあるリスクを以下のように考え、

堅実な経営の実践を目指しています。

(1) 市場環境

　PC及び周辺機器、情報通信機器、家電を中心とする当社製品の主要市場は、国内外において競争

が非常に激しく、また需要は大きく変動します。さらに、顧客の製品投入サイクルの変化に伴い、

製品寿命の短縮化や開発期間の短期化が進んでいます。顧客のニーズを的確に捉えて開発資源の適

正配置や生産能力の調整を行っていますが、急な需要の変動や製品内容の変更は経営成績及び財政

状態等に悪影響を及ぼす可能性があります。

(2) 為替変動

　当社グループは、当期の海外売上高比率が74.2％と高いため、為替相場の変動によるリスク回避

を目的に為替予約を中心とするリスクヘッジ取引を行っています。

(3) 研究開発

　当社グループは、機械加工品及び電子機器の各市場においては、新規製品・高品質製品を継続的

に投入していく必要があるため、グループ各社の研究開発技術部門間及び製造と営業の間で密接な

提携をとり効果的に進めていますが、研究開発の成果は不確実なものであり、多額の支出を行った

としても必ずしも成果に結び付かないというリスクがあります。

(4) 重要な訴訟等について

　国内及び海外事業に関連する訴訟等の対象となるリスクについては、当社グループの法務部門が

一括して管理しています。当期において、当社グループの事業に重大な影響を及ぼす訴訟は提起さ

れていませんが、将来、重要な訴訟等が提起された場合には、当社グループの経営成績及び財政状

態等に重要な悪影響を及ぼす可能性があります。

(5) 価格交渉

　当社グループは、効率的な生産体制の構築に努めていますが、海外製の低価格製品との価格競争

はたいへん厳しいものとなっています。当社グループは技術的に高品質で高付加価値を提供するこ

とで差別化がはかれると考える一方で、低品質、低価格のニーズを持つ市場で市場シェアを維持・

拡大できない可能性があります。

(6) 原材料費・物流費等コスト

　当社グループでは、外部からさまざまな製品・商品の調達や使用を行っています。購入量または

在庫の最適化を実施し、また、安定価格と安定供給の継続をはかっていますが、製品・商品の価格

上昇が経営成績及び財政状態等に悪影響を及ぼす可能性があります。

(7) 海外進出に潜在するリスク

　当社グループの生産の大部分は、中国、タイ及びシンガポールで行われています。海外進出をし

てから長期間が経過し、地場との融合を進めて参りましたが、以下に掲げるようないくつかのリス

クが内在しています。

　①予期しない法律または規制の変更

　②人材の採用と確保の難しさ

　③テロ、戦争及びその他の要因による社会的混乱

　来期は、世界の景気の回復が続き、PCやHDD、情報通信機器並びに家電業界からの需要が引き続

き拡大するものと思われます。その一方で、顧客からの継続的な価格引き下げ圧力は弱まらないと予

想され、また、中国を中心とするアジア地域での競争激化は一層増すものと予想されます。そのよう

な環境下、ボールベアリング事業のさらなる拡大強化を実施すると同時に、電子機器事業で抱えてい

る各課題を解消し、長期的な業績向上につなげるための体制の構築を目指します。来期の業績は、当

期に対して、売上高は増収、営業利益、当期純利益は、それぞれ増益となる見通しです。

来期の見通し及び事業等のリスク
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単位：千米ドル
単位：百万円 （注記3）

資産 2004 2003 2004

流動資産：

　　現金及び現金同等物（注記2-c） ¥(024,780 ¥(014,177 $(0,234,460

　　受取手形及び売掛金（注記2-d及び4）：

　　　　営業債権 58,241 54,085 551,062

　　　　その他 1,602 2,279 15,160

59,843 56,364 566,222

　　　　　　貸倒引当金（注記2-d） (408) (469) (3,864)

　　　　　　受取手形及び売掛金合計 59,435 55,895 562,358

　　たな卸資産（注記2-e） 41,534 43,204 392,980

　　繰延税金資産（注記6） 6,554 8,593 62,012

　　前払費用及びその他流動資産 6,650 5,578 62,916

　　　　　　流動資産合計 138,953 127,447 1,314,726

有形固定資産（注記2-f）：

　　土地 16,135 16,711 152,664

　　建物及び構築物 92,881 97,395 878,806

　　機械装置及び運搬具 226,576 238,892 2,143,781

　　建設仮勘定 763 438 7,221

336,355 353,436 3,182,472

　　　　　　減価償却累計額 (187,897) (190,476) (1,777,819)

　　　　　　有形固定資産合計 148,458 162,960 1,404,653

無形固定資産：

　　連結調整勘定（注記2-i） 11,423 12,837 108,081

　　その他 980 912 9,275

　　　　　　無形固定資産合計 12,403 13,749 117,356

投資その他の資産：

　　関連会社に対する投資（注記2-g及び4） 219 216 2,070

　　投資有価証券（注記2-g） 6,867 3,766 64,975

　　長期貸付金 47 189 440

　　繰延税金資産（注記6） 6,167 9,495 58,358

　　その他 1,897 2,716 17,952

15,197 16,382 143,795

　　　　　　貸倒引当金（注記2-d） (142) (483) (1,348)

　　　　　　投資その他の資産合計 15,055 15,899 142,447

繰延資産 46 14 434

資産合計 ¥(314,915 ¥(320,069 $(2,979,616

添付の注記は、これらの連結財務諸表の一部であります。

連結貸借対照表
2004年及び2003年3月31日現在
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単位：千米ドル
単位：百万円 （注記3）

負債及び資本 2004 2003 2004

流動負債：

　　短期借入債務（注記5） ¥076,195 ¥070,475 $0,720,932

　　1年以内に返済予定の長期借入債務（注記5） 43,448 10,787 411,088

　　支払手形及び買掛金（注記4）：

　　　　営業債務 22,777 24,025 215,514

　　　　その他 7,019 4,609 66,409

　　　　　　支払手形及び買掛金合計 29,796 28,634 281,923

　　未払法人税等（注記6） 2,639 2,662 24,968

　　未払費用及びその他流動負債 15,548 21,901 147,110

　　　　　　流動負債合計 167,626 134,459 1,586,021

固定負債：

　　長期借入債務（注記5） 51,842 85,862 490,514

　　その他（注記2-h） 902 1,266 8,528

　　　　　　固定負債合計 52,744 87,128 499,042

少数株主持分 679 269 6,424

資本（注記10）：

　　資本金（普通株式）

　　　　授権株式数───1,000,000,000株

　　　　発行済株式数：2004年度─399,167,695株

　　　　発行済株式数：2003年度─399,167,695株 68,259 68,259 645,841

　　資本剰余金 94,757 94,757 896,552

　　利益剰余金 2,755 (454) 26,073

　　その他有価証券評価差額金 1,647 (37) 15,591

　　為替換算調整勘定 (73,505) (64,274) (695,485)

93,913 98,251 888,572

　　自己株式 (47) (38) (443)

　　　　　　資本合計 93,866 98,213 888,129

偶発債務（注記12及び13）

負債及び資本合計 ¥314,915 ¥320,069 $2,979,616
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連結損益計算書
2004年、2003年及び2002年3月31日に終了した事業年度

単位：千米ドル
単位：百万円 （注記3）

2004 2003 2002 2004

売上高（注記4） ¥268,574 ¥272,202 ¥279,344 $2,541,151

売上原価（注記4） 203,261 203,500 206,061 1,923,175

売上総利益 65,313 68,702 73,283 617,976

販売費及び一般管理費（注記2-i） 47,209 49,350 51,311 446,674

営業利益 18,104 19,352 21,972 171,302

その他収益・費用：

受取利息 111 243 586 1,055

持分法による投資利益（損失） 3 10 (21) 32

前期関係会社事業整理損 325 — — 3,077

電源事業等整理損引当金戻入 441 — — 4,178

支払利息 (3,213) (4,765) (5,673) (30,403)

投資有価証券及び関係会社株式売却益（損） 882 3 (6) 8,342

投資有価証券評価損 — (4,945) (1,466) —

為替差損（注記2-b） (771) (506) (827) (7,295)

たな卸資産廃棄損　 — — (1,125) —

固定資産売却及び除却損 (747) (712) (612) (7,074)

関係会社事業整理損 — (1,843) (937) —

電源事業等整理損 — (3,144) — —

環境整備費 — (1,206) — —

その他----純額 (2,177) (1,992) 1,058 (20,602)

(5,146) (18,857) (9,023) (48,690)

税金等調整前当期純利益 12,958 495 12,949 122,612

法人税等（注記6）:

法人税 4,412 4,276 4,919 41,743

法人税等調整額 2,798 (1,370) 2,711 26,481

7,210 2,906 7,630 68,224

少数株主利益（損失） (271) 23 21 (2,568)

当期純利益（損失） ¥006,019 ¥   (2,434) ¥005,298 $0,056,956

単位：米ドル
単位：円 （注記3）

1株当たり（注記11）：

当期純利益（損失）：

潜在株式調整前 ¥15.08. ¥(6.10.) ¥13.27. $0.14.

潜在株式調整後 14.51. (4.85.) 12.60. 0.14.

現金配当金 7.00. 7.00. 7.00. 0.07.

添付の注記は、これらの連結財務諸表の一部であります。
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連結資本勘定計算書
2004年、2003年及び2002年3月31日に終了した事業年度

単位：百万円

その他
利益剰余金 有価証券 為替換算

普通株式数 資本金 資本剰余金 （注記10） 評価差額金 調整勘定 自己株式

2001年3月31日現在残高 399,167,695 ¥68,259 ¥94,757 ¥(3,303 ¥0,(953) ¥(64,791) ¥0(1)

　　当期純利益（損失） — — — 5,298 — — —

　　現金配当金 — — — (2,794) — — —

　　役員賞与 — — — (66) — — —

　　転換社債の転換による普通株式発行高 — — — — — — —

　　その他 — — — (967) (766) 11,458 (5)

2002年3月31日現在残高 399,167,695 68,259 94,757 4,774 (1,719) (53,333) (6)

当期純利益（損失） — — — (2,434) — — —

現金配当金 — — — (2,794) — — —

役員賞与 — — — — — — —

転換社債の転換による普通株式発行高 — — — — — — —

その他 — — — — 1,682 (10,941) (32)

2003年3月31日現在残高 399,167,695 68,259 94,757 (454) (37) (64,274) (38)

当期純利益（損失） — — — 6,019 — — —

現金配当金 — — — (2,794) — — —

役員賞与 — — — — — — —

転換社債の転換による普通株式発行高 — — — — — — —

その他 — — — (16) 1,684 (9,231) (9)

2004年3月31日現在残高 399,167,695 ¥68,259 ¥94,757 ¥(2,755 ¥(1,647 ¥(73,505) ¥(47)

単位：千米ドル（注記3）

その他
利益剰余金 有価証券 為替換算

普通株式数 資本金 資本剰余金 （注記10） 評価差額金 調整勘定 自己株式

2003年3月31日現在残高 399,167,695 399,167,695 $645,841 $869,552 $0(4,296) $00(355) $(608,138) $(355)

　　当期純利益（損失） — — — 56,956 — — —

　　現金配当金 — — — (26,432) — — —

　　役員賞与 — — — — — — —

　　転換社債の転換による普通株式発行高 — — — — — — —

　　その他 — — — (155) 15,946 (87,347) (88)

2004年3月31日現在残高 399,167,6 399,167,695 $645,841 $869,552 $(26,073 $15,591 $(695,485) $(443)

添付の注記は、これらの連結財務諸表の一部であります。



40

連結キャッシュ･フロー計算書
2004年、2003年及び2002年3月31日に終了した事業年度

単位：千米ドル
単位：百万円 （注記3）

2004 2003 2002 2004

Ⅰ  営業活動によるキャッシュ･フロー

  　　　税金等調整前当期純利益 ¥(12,958 ¥(00,495 ¥(12,949 $(122,612

  　　　減価償却費 21,705 22,826 24,385 205,371

  　　　連結調整勘定償却額 1,023 1,189 1,192 9,685

  　　　受取利息及び受取配当金 (138) (292) (630) (1,309)

  　　　支払利息 3,213 4,765 5,673 30,403

  　　　有形固定資産除却・売却損 664 678 365 6,283

  　　　関係会社事業整理損 — 1,843 937 —

  　　　売上債権の（増加）減少額 (7,734) (4,070) 5,691 (73,185)

  　　　たな卸資産の（増加）減少額 (1,883) 3,972 5,711 (17,822)

  　　　仕入債務の減少額 (386) (1,585) (4,660) (3,661)

  　　　その他 (678) 11,732 (8,609) (6,401)

  　　　　　　　小計 28,744 41,553 43,004 271,976

  　　　利息及び配当金の受取額 176 266 598 1,668

  　　　利息の支払額 (3,197) (5,087) (4,597) (30,256)

  　　　法人税等の支払額 (4,009) (4,453) (4,988) (37,935)

  　　　　　　　営業活動によるキャッシュ･フロー 21,714 32,279 34,017 205,453

Ⅱ  投資活動によるキャッシュ･フロー

  　　　有形固定資産の取得による支出 (18,825) (16,382) (26,245) (178,115)

  　　　有形固定資産の売却による収入 2,372 662 1,409 22,447

  　　　連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出 — — (53) —

  　　　連結の範囲の変更を伴う子会社の売却による収入 385 — 0 3,644

  　　　貸付による回収（支出） (156) 78 (19) (1,482)

  　　　その他 1,292 (591) 562 12,225

  　　　　　　　投資活動によるキャッシュ･フロー (14,932) (16,233) (24,346) (141,281)

Ⅲ  財務活動によるキャッシュ･フロー

  　　　借入債務の増加（減少）額 6,368 (12,663) (5,326) 60,255

  　　　配当金の支払額 (2,794) (2,794) (2,794) (26,432)

  　　　少数株主への配当金の支払額 (27) — (31) (256)

  　　　その他 844 (14) (166) 7,982

  　　　　　　　財務活動によるキャッシュ･フロー 4,391 (15,471) (8,317) 41,548

Ⅳ  現金及び現金同等物に係る換算差額 (570) (350) 668 (5,398)

Ⅴ  現金及び現金同等物の増加額 10,603 225 2,022 100,322

Ⅵ  現金及び現金同等物の期首残高 14,177 13,952 11,930 134,138

Ⅶ  現金及び現金同等物の期末残高 ¥(24,780 ¥(14,177 ¥(13,952 $(234,460

添付の注記は、これらの連結財務諸表の一部であります。



41

連結財務諸表に対する注記

1. 財務諸表の作成基準 　ミネベア株式会社（以下「当社」という）並びにその国内及び海外の連結子会社による当アニュ

アルレポートの連結財務諸表は日本円で表示しております。当社並びにその国内及び海外の連結

子会社の帳簿はそれぞれの国で一般に公正妥当と認められた会計原則に準拠して作成され、その

国の独立監査人の監査を受けております。

　当アニュアルレポートの連結財務諸表は、日本で一般に公正妥当と認められた会計原則に準拠

して、日本の証券取引法に従って財務省に提出された連結財務諸表を基に作成しております。な

お、日本の会計原則は日本以外の国、あるいは地域において認められた会計原則とはいくつかの

点で相違する可能性があります。このアニュアルレポートを作成するに際しては、海外の読者に

より親しみやすい様式で表示するために、国内で公表された連結財務諸表に一定の組替えを行

い、また、追加的な情報を表示しております。

2. 主要な会計方針の概要 ａ） 連結の基本方針

　当アニュアルレポートの連結財務諸表は当社及び関係会社48社（子会社46社、関連会社2社）の

すべての子会社を連結しております。連結会社間の重要な債権及び債務残高、及び取引並びに未

実現利益はすべて連結上消去しております。

ｂ） 外貨の換算

　外貨建金銭債権及び債務は、為替予約によりヘッジされているものを除いて決算時の直物為替

相場により円に換算しております。外貨建財務諸表の結果発生する換算差額は損益には計上され

ず、少数株主持分及び資本の部における為替換算調整勘定として処理されております。

　在外連結子会社の財務諸表項目の円貨への換算は次のとおりです。

　　貸借対照表項目　　　　決算時の直物為替相場

　　損益計算書項目　　　　期中平均の為替相場

ｃ) 現金同等物

　随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスク

しか負わない、取得日から3ヵ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

ｄ） 貸倒引当金

　当社及びその国内子会社の貸倒引当金は、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等、特定の債権については個別に回収の可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

在外連結子会社の貸倒引当金は、回収不能見込額を計上しております。

　連結子会社の債権に対する貸倒引当金は連結上消去されております。2004年及び2003年3月31

日現在の貸倒引当金の残高は回収不能見込額を十分カバーしております。

ｅ） たな卸資産

　当社及びその国内連結子会社のたな卸資産は主として移動平均法による原価法で計上し、在外

連結子会社のたな卸資産は先入先出法又は移動平均法による低価法によって計算しております。

　2004年及び2003年3月31日現在のたな卸資産の内訳は次のとおりです。

単位：千米ドル
単位：百万円 （注記3）

2004 2003 2004

商品及び製品 ¥22,320 ¥21,740 $211,182

仕掛品 9,451 9,688 89,422

原材料 7,384 8,843 69,864

貯蔵品 2,379 2,933 22,512

¥41,534 ¥43,204 $392,980
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ｆ） 有形固定資産

　有形固定資産は取得原価で計上しております。当社及びその国内連結子会社の建物及び設備の

減価償却費は定率法で計算しております。一方、在外連結子会社の建物及び設備の減価償却費は、

その資産の見積耐用年数に基づいて主に定額法で計算しております。維持費及び修繕費は発生時

に費用として処理し、一定額以上の更新及び改良に要した費用は資産計上しております。

ｇ） 投資有価証券

　投資有価証券は、上場株式及び非上場株式から構成されております。当社及びその国内連結子

会社が所有する投資有価証券のうち、時価のあるものについては、2004年3月31日現在の市場価

格等に基づく時価法により評価しており、評価差額は税効果適用後の金額を貸借対照表の資本の

部に計上しております。なお、時価のないものについては、移動平均法による原価法で評価して

おります。

単位：千米ドル
単位：百万円 （注記3）

2004 2003 2004

貸借対照表 貸借対照表 貸借対照表
取得価格 計上額 差額 取得価格 計上額 差額 取得価格 計上額 差額

株　式 ¥3,071 ¥5,772 ¥2,701 ¥2,723 ¥2,660 ¥(63) $29,057 $54,613 $25,556

　当社及びその国内連結子会社が所有する時価のある株式の2004年3月31日現在の取得原価総額

及び時価総額は次のとおりです。
単位：百万円

取得原価総額

　　流動資産 ¥     —

　　固定資産 3,071

¥3,071

時価総額

　　流動資産 ¥     —

　　固定資産 5,772

　　 ¥5,772

ｈ） 退職給付会計

　当社及び国内連結子会社では、2000年4月1日から退職給付会計を適用しております。従業員の

退職給付に備えるため、2004年3月31日現在における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き、退職給付引当金を計上しております。

　なお、会計基準変更時差異（3,050百万円）については、5年による按分額を「退職給付費用」と

して特別損失に計上しております。

　数理計算上の差異は、一定の年数（5～15年）による定額法により、翌連結会計年度から費用処

理することとしております。

　また、一部の在外連結子会社では、確定給付型の制度を採用しております。
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退職給付制度

　当社及び連結子会社の退職給付債務、退職給付費用及び退職給付債務等の計算の基礎は次のと

おりです。

単位：千米ドル
単位：百万円 （注記3）

退職給付債務及びその内訳 2004 2003 2004

退職給付債務 ¥(20,489) ¥(20,035) $(193,859)

年金資産 ¥(15,978 ¥(12,802 $(151,178

未積立退職給付債務 (4,511) (7,233) (42,681)

会計基準変更時差異の未処理額 610 1,253 5,772

未認識数理計算上の差異 3,348 5,225 31,677

連結貸借対照表上純額 (553) (755) (5,232)

前払年金費用 — 218 —

退職給付引当金 (553) (973) (5,232)

単位：千米ドル
単位：百万円 （注記3）

退職給付費用の内訳 2004 2003 2004

勤務費用 ¥1,081 ¥(1,175 $10,228

利息費用 666 726 6,301

期待運用収益 (143) (559) (1,353)

会計基準変更時差異の費用処理額 610 626 5,772

数理計算上の差異の費用処理額 765 333 7,238

退職給付費用 2,979 2,302 28,186

退職給付債務等の計算の基礎 2004 2003

割引率 主として2.5% 主として3.0%

期待運用収益率 主として2.5% 主として3.0%

退職給付見込額の期間配分法 期間定額基準 期間定額基準

ｉ） 連結調整勘定

　買収価額のうち取得した純資産を超過する部分の金額は、連結会社の所在地国の会計慣行に

従って5年から40年の間で均等償却しており、2004年度及び2003年度の償却費は、それぞれ1,023

百万円及び1,189百万円です。

ｊ） 組替え

　前年度の連結財務諸表に記載された一部の金額は、当年度の表示に合わせて組替え、表示して

おります。

3. 米ドルへの換算 　当アニュアルレポートの財務諸表は日本円で表示されておりますが、読者の便宜のために2004

年3月31日現在の為替相場である1米ドル＝105.69円のレートで米ドルにも換算しております。こ

れらのドル表示額は円金額が米ドルに換金されたり、あるいは換金されうるというように解釈す

べきものではありません。
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4. 関連会社に対する投資 　2004年及び2003年3月31日現在並びに同日をもって終了した事業年度の関連会社すべてについ

ての要約財務諸表は次のとおりです。

単位：千米ドル
単位：百万円 （注記3）

財政状態 2004 2003 2004

資産：

　　流動資産 ¥0,704 ¥0,664 $06,664

　　その他の資産（有形固定資産を含む） 512 483 4,842

¥1,216 ¥1,147 $11,506

負債及び株主勘定：

　　流動負債 ¥0,306 ¥0,294 $02,896

　　固定負債 258 205 2,446

　　株主資本 652 648 6,164

¥1,216 ¥1,147 $11,506

単位：千米ドル
単位：百万円 （注記3）

経営成績 2004 2003 2004

売上高 ¥1,207 ¥1,052 $11,422

売上原価及び費用 1,201 1,019 11,366

　　純利益 ¥0,006 ¥0,033 $00,056

　当社及びその連結子会社と関連会社との2004年及び2003年3月31日に終了した事業年度の主要な

取引並びに2004年及び2003年3月31日現在の関連する債権及び債務残高の要約は次のとおりです。

単位：千米ドル
単位：百万円 （注記3）

2004 2003 2004

取引高：

　　売上高 ¥276 ¥276 $2,609

　　仕入高 0 0 2

債権・債務残高：

　　受取手形及び売掛金 91 53 859

　　支払手形及び買掛金 0 — 1

5. 短期借入債務及び長期借入債務 　短期借入債務は、主に銀行からの30日から180日の短期借入金及びコマーシャルペーパーから

構成されております。2004年及び2003年3月31日現在の短期借入金の平均年間金利は、それぞれ

1.07％及び1.6％です。また、コマーシャルペーパーの利率はそれぞれ0.02％及び0.07％です。

単位：千米ドル
単位：百万円 （注記3）

2004 2003 2004

短期借入金 ¥72,195 ¥67,475 $683,085

CP 4,000 3,000 37,847

合計 ¥76,195 ¥70,475 $720,932
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　2004年3月31日現在の長期借入債務の年度別返済金額は次のとおりです。

単位：千米ドル
単位：百万円 （注記3）

2005年 ¥43,448 $411,088

2006年 5,842 55,279

2007年 9,000 85,155

2008年 12,000 113,539

2009年以降 25,000 236,541

¥95,290 $901,602

　転換社債の転換と償還及び新株引受権の行使の条件を要約すると次のとおりです。

2004年3月31日 新株引受権の行使及び
 現在の普通株式1株  転換時の 当社のオプション
 当たりの転換行使価格 為替相場 による償還

円建無担保転換社債 ¥   972.00 — 2002年4月1日以降

　　　利率：年0.65% 額面価額の103％から100％

　　　満期2005年

円建無担保新株引受権付社債 ¥1,350.00 — 2003年5月20日から

　　　利率：年1.55% 2005年9月30日まで

　　　満期2005年 新株引受権行使可能

注：これらの転換・行使価格は普通株式の株式配当、株式の無償交付及び株式併合あるいは種類の変更等があった場

合には調整されます。2004年3月31日現在ですべての転換社債及び新株引受権が転換、行使されたと仮定すれば
30,735,082株増加することになります。

　2004年及び2003年3月31日現在の長期借入債務は次のとおりです。

単位：千米ドル
単位：百万円 （注記3）

2004 2003 2004

円建無担保転換社債

　　　利率：年0.65% 満期2005年 ¥27,080 27,080 $256,221

円建無担保社債

　　　利率：年2.85% 満期2005年 10,000 10,000 94,616

円建無担保社債

　　　利率：年3.0% 満期2008年 15,000 15,000 141,925

円建無担保社債

　　　利率：年2.0% 満期2003年 — 10,000 —

円建無担保社債

　　　利率：年0.655% 満期2007年 3,000 3,000 28,385

円建無担保社債

　　　利率：年1.39% 満期2010年 10,000 — 94,616

円建無担保新株引受権付社債

　　　利率：年1.55% 満期2005年 4,000 4,000 37,847

銀行借入等

　　　利率：年0.57%から年7.78% 26,210 27,569 247,992

95,290 96,649 901,602

控除：1年以内に返済予定の額 43,448 10,787 411,088

¥51,842 ¥85,862 $490,514
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6. 法人税等 　当社及びその国内連結子会社は、所得に対して種々の税金が課せられており、2004年度及び2003

年度の実効税率は、それぞれ39％であります。ただし、地方税法の改正（2004年4月1日以降開始事

業年度より法人事業税に外形標準課税を導入）に伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に

使用した実効税率は2004年度が流動・固定区分ともに39％、2003年度が固定区分のみ39％であり

ます。

　在外連結子会社の法人税の税率は一般に日本の税率より低い税率です。更に、タイの連結子会社

は投資促進法による恩典を受けており、そのため特定の製品の製造・販売から得た利益について

は 3年から8年間タイの法人税が免除されております。

　また、中国の連結子会社は外国資本との合併企業及び外国企業に対する中華人民共和国法人税

法上の恩典を受けており、累損解消後初年度から2年間は法人税が免除され、次の3年間は13.5%、

それ以降は27％の法人税率が課せられます。

　関係会社間取引による未実現利益の消去及び連結財務諸表上の特定の調整項目から生じる期

間差異については税効果を認識しております。

　2004年及び2003年3月31日現在の繰延税金の純額は、それぞれ11,853百万円及び16,273百万円

で、連結貸借対照表の流動・固定の区分に従い、繰延税金資産及び繰延税金負債に含めておりま

す。なお、主な発生原因別内訳は次のとおりです。

単位：千米ドル
単位：百万円 （注記3）

繰延税金資産 2004 2003 2004

賞与引当金損金算入限度超過額 ¥00,744 ¥00,631 $007,040

退職給付引当金損金算入限度超過額 93 18 875

投資有価証券評価損 1,519 2,210 14,372

関係会社事業整理損 — 245 —

貸倒引当金損金算入限度超過額 1,489 1,501 14,089

未実現たな卸資産売却益 2,046 2,463 19,361

繰越欠損金 5,406 8,770 51,155

繰越外国税控除 1,539 — 14,562

その他有価証券評価差額金 — 24 —

その他 939 2,225 8,883

繰延税金資産合計 ¥13,775 ¥18,087 $130,337

単位：千米ドル
単位：百万円 （注記3）

繰延税金負債 2004 2003 2004

海外子会社減価償却認容額 ¥00,720 ¥01,758 $006,815

その他有価証券評価差額金 1,054 — 9,968

その他 148 56 1,398

繰延税金負債合計 1,922 1,814 18,181

繰延税金資産の純額 ¥11,853 ¥16,273 $112,156
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　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該

差異の原因となった主要な項目別の内訳は次のとおりです。

2004 2003

国内の法定実効税率 39.0% 40.0%

（調整）

　　　連結調整勘定当期償却額 3.0 93.2

　　　海外連結子会社の税率差 (17.3) (713.0)

　　　連結子会社の当連結会計年度欠損金に対する評価性引当額 — 800.3

　　　受取配当金の消去に伴う影響額 32.6 758.4

　　　米国子会社における税効果認識による差異 — (560.0)

　　　法定実効税率の変更による差異 — 41.2

　　　源泉所得税等 — 128.7

　　　その他 (1.7) (2.6)

　　　　　　税効果会計適用後の法人税等の負担率 55.6% 586.2%

7. リース取引の処理 　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引は、

次のとおりです。

リース物件の取引取得価格相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額
単位：百万円

2004 2003

取得価格 減価償却累計額 期末残高 取得価格 減価償却累計額 期末残高
相当額 相当額 相当額 相当額 相当額 相当額

機械装置及び運搬具 ¥1,196 ¥0,657 ¥0,538 ¥1,364 ¥0,650 ¥0,714

工具器具及び備品 3,079 1,721 1,358 3,333 1,692 1,641

計 ¥4,275 ¥2,378 ¥1,896 ¥4,697 ¥2,342 ¥2,355

単位：千米ドル（注記3）

2004

取得価格 減価償却累計額 期末残高
相当額 相当額 相当額

機械装置及び運搬具 $11,315 $06,222 $05,092

工具器具及び備品 29,134 16,281 12,853

計 $40,449 $22,503 $17,945

　なお、取得価格相当額は、未経過リース料期末残高に占める割合が低いため「支払利子込み法」

により算定しております。
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来発生分を含めた外貨建債権及び債務について為替予約取引を利用しております。これらの為替

予約が付された外貨建債権及び債務については振当処理を行っておりますが、その残高は原則と

して外貨建債権及び債務の残高を超えないようにとの方針をとっております。

　これらの管理は、当社の資金部の指導のもとに行っておりますが、為替持高については為替先

物予約の締結をし、リスクヘッジをする方針で管理しております。

　また、為替予約の締結時に、リスク管理方針に従って、外貨建による同一金額で同一期日の為

替予約をそれぞれ振当てているため、その後の為替変動による相関関係は完全に確保されてお

り、その判定をもって有効性の判定に代えております。

　なお、2004年及び2003年3月31日現在にヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引は次

のとおりです。

為替予約取引 単位：百万円

2004 2003

契約金額等 時価 評価損益 契約金額等 時価 評価損益
合計 うち1年超 合計 うち1年超

売建 0,000 — 0,000 —

　　米ドル — — — — 408 — 408 —

　　日本円 — — — — 83 — 83 —

　　ユーロ — — — — 19 — 19 —

　　香港ドル — — — — 2,142 — 2,142 —

買建

　　日本円 — — — — 35 — 35 —

合計 — — — — 2,687 — 2,687 —

未経過リース料期末残高相当額
単位：千米ドル

単位：百万円 （注記3）

2004 2003 2004

1年以内 ¥0,946 ¥1,107 $08,949

1年超 950 1,247 8,996

計 ¥1,896 ¥2,354 $17,945

　なお、未経過リース料期末残高相当額は未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等

に占める割合が低いため「支払利子込み法」により算定しております。

支払リース料及び減価償却費相当額
単位：千米ドル

単位：百万円 （注記3）

2004 2003 2004

支払リース料 ¥1,242 ¥1,247 $11,757

減価償却費相当額 1,242 1,247 11,757

　なお、減価償却費相当額の算定方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。
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9. 研究開発費

10. 資本勘定

　研究開発費は「販売費及び一般管理費」（及び「売上原価」）に計上されております。2004年及び

2003年3月31日に終了した各事業年度において発生した研究開発費は、それぞれ9,639百万円と

9,741百万円です。

11. 1株当たり当期純利益に

関するデータ

　日本の商法では各事業年度に支払った利益処分の10％以上の金額を資本準備金の額と併せて資

本金の25％に達するまで利益準備金として積み立てなければならないと規定しております。利益

準備金は株主総会の決議により欠損金を補填するため、あるいは取締役会の決議により資本組入

れのために使用することができます。

　また、資本準備金及び利益準備金の合計額より資本金の25％相当額を控除した額を限度として

資本準備金及び利益準備金は取崩すことができます。これらは日本の連結財務諸表規則に従い、資

本準備金は資本剰余金に、利益準備金は利益剰余金に含めて表示しております。

　現金配当、取締役及び監査役に対する賞与に関する利益処分は定時株主総会の承認を受けなけ

ればなりません。連結財務諸表には2004年及び2003年3月31日以降の株主総会により承認された、

あるいは承認される予定の利益処分を反映させております。

　連結損益計算書に表示されている1 株当たり現金配当金は発生主義により表示されており、各

事業年度終了後承認された、あるいは承認される予定の配当金をその事業年度の配当金として含

めております。

　1株当たり潜在株式調整前純利益は、各年度の加重平均発行済普通株式数に基づいております。

　1株当たり潜在株式調整後純利益は、加重平均発行済普通株式数に、1株当たり純利益に対し潜

在株式調整効果を有する発行済転換社債がすべて普通株式に転換されたと仮定した場合の株式

数の増加を加味して計算されております。1 株当たり潜在株式調整後純利益を計算する際に純利

益は、法人税を控除した転換社債の利息によって金額を調整しております。

　2004年及び2003年3月31日に終了した事業年度の1株当たり純利益を計算する時に使用した株

式数は次のとおりです。

単位：千株

2004 2003

潜在株式調整前 399,090 399,131

潜在株式調整後 426,950 443,216

12. 訴　訟 　2004年3月31日現在、当社及び連結子会社に対する係争中、又は発生のおそれのある訴訟又は

賠償請求で重要なものはありません。

13. 偶発債務 　当社及びその連結子会社の2004年3月31日現在の偶発債務は該当ありません。

14. セグメント情報 　各事業区分には下記の製品が含まれております。

　機械加工品事業：ボールベアリング、ロッドエンド＆スフェリカル・ベアリング、ピボットアッ

センブリーなどの「ベアリング及びベアリング関連製品」、ネジ類、特殊機器な

どの「その他機械加工品」

　電子機器事業： 精密小型モーターを中心とする「回転機器」、PC用キーボード、スピーカーな

どの「その他電子機器」
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　2004年及び2003年3月31日現在並びにそれぞれの日に終了した各事業年度における当社の事業

の種類別セグメントに関する情報は次のとおりです。

事業の種類別セグメント情報

2004年3月31日に 単位：百万円

終了した事業年度     機械加工品    電子機器     小計  消去又は全社     連結

外部売上高 ¥111,693 ¥156,881 ¥268,574 ¥         — ¥268,574

内部売上高 2,191 15 2,206 (2,206) —

売上高計 113,884 156,896 270,780 (2,206) 268,574

営業費用 94,379 158,297 252,676 (2,206) 250,470

営業利益（損失） 19,505 (1,401) 18,104 — 18,104

資産 189,741 196,918 386,659 (71,744) 314,915

減価償却費 10,811 10,894 21,705 — 21,705

資本的支出 4,168 14,929 19,097 — 19,097

単位：千米ドル

2004年3月31日に
（注記3）

終了した事業年度 機械加工品 電子機器 小計 消去又は全社 連結

外部売上高 $1,056,798 $1,484,353 $2,541,151 $           — $2,541,151

内部売上高 20,738 144 20,882 (20,882) —

売上高計 1,077,536 1,484,497 2,562,033 (20,882) 2,541,151

営業費用 892,985 1,497,746 2,390,731 (20,882) 2,369,849

営業利益（損失） 184,551 (13,249) 171,302 — 171,302

資産 1,795,269 1,863,169 3,658,438 (678,822) 2,979,616

減価償却費 102,290 103,081 205,371 — 205,371

資本的支出 39,438 141,256 180,694 — 180,694

2003年3月31日に 単位：百万円

終了した事業年度     機械加工品    電子機器     小計  消去又は全社     連結

外部売上高 ¥118,118 ¥154,084 ¥272,202 ¥         — ¥272,202

内部売上高 7,637 — 7,637 (7,637) —

売上高計 1125,755 154,084 279,839 (7,637) 272,202

営業費用 107,235 153,252 260,487 (7,637) 252,850

営業利益 18,520 832 19,352 — 19,352

資産 191,793 204,489 396,282 (76,213) 320,069

減価償却費 10,378 12,448 22,826 — 22,826

資本的支出 4,750 11,853 16,603 — 16,603

　2004年及び2003年3月31日現在並びにそれぞれの日に終了した各事業年度における当社の所在

地別セグメントに関する情報は次のとおりです。

所在地別セグメント情報
単位：百万円

2004年3月31日に      アジア
終了した事業年度     日本    （日本を除く）   北米・南米     欧州     小計     消去又は全社    連結

外部売上高 ¥068,760 ¥121,072 ¥48,726 ¥30,016 ¥268,574 ¥          — ¥268,574

内部売上高 138,158 125,129 2,859 1,387 267,533 (267,533) —

売上高計 206,918 246,201 51,585 31,403 536,107 (267,533) 268,574

営業費用 202,035 235,438 49,501 31,029 518,003 (267,533) 250,470

営業利益 4,883 10,763 2,084 374 18,104 — 18,104

資産 166,277 201,194 29,173 20,075 416,719 (101,804) 314,915
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単位：千米ドル
（注記3）

2004年3月31日に アジア
終了した事業年度 日本 （日本を除く） 北米・南米 欧州 小計 消去又は全社 連結

外部売上高 $0,650,585 $1,145,537 $461,031 $283,998 $2,541,151 $              — $2,541,151

内部売上高 1,307,196 1,183,927 27,047 13,131 2,531,301 (2,531,301) —

売上高計 1,957,781 2,329,464 488,078 297,129 5,072,452 (2,531,301) 2,541,151

営業費用 1,911,577 2,227,627 468,358 293,588 4,901,150 (2,531,301) 2,369,849

営業利益 46,204 101,837 19,720 3,541 171,302 — 171,302

資産 1,573,257 1,903,621 276,023 189,946 3,942,847 (963,231) 2,979,616

単位：百万円

2003年3月31日に アジア
終了した事業年度     日本 （日本を除く）   北米・南米     欧州     小計     消去又は全社    連結

外部売上高 ¥072,755 ¥107,789 ¥58,998 ¥32,660 ¥272,202 ¥          — ¥272,202

内部売上高 110,133 101,269 2,613 3,306 217,321 (217,321) —

売上高計 182,888 209,058 61,611 35,966 489,523 (217,321) 272,202

営業費用 179,755 196,640 59,752 34,024 470,171 (217,321) 252,850

営業利益 3,133 12,418 1,859 1,942 19,352 — 19,352

資産 175,917 185,397 37,064 20,528 418,906 (98,837) 320,069

 　2004年及び2003年3月31日に終了した各事業年度における当社の海外売上高に関する情報は次

のとおりです。

海外売上高
単位：百万円

2004年3月31日に アジア
終了した事業年度 （日本を除く） 北米・南米 欧州 計

海外売上高 ¥121,598 ¥45,336 ¥32,238 ¥199,172

連結売上高 ¥268,574

連結売上高に占める海外売上高の割合 45.3.% 16.9.% 12.0.% 74.2.%

単位：千米ドル
（注記3）

2004年3月31日に アジア
終了した事業年度 （日本を除く） 北米・南米 欧州 計

海外売上高 $1,150,513 $428,961 $305,026 $1,884,500

連結売上高 2,541,151

連結売上高に占める海外売上高の割合 45.3.% 16.9.% 12.0.% 74.2.%

単位：百万円

2003年3月31日に アジア
終了した事業年度 （日本を除く） 北米・南米 欧州 計

海外売上高 ¥106,942 ¥57,103 ¥34,322 ¥198,367

連結売上高 ¥272,202

連結売上高に占める海外売上高の割合 39.3.% 21.0.% 12.6.% 72.9.%

15.  後発事象 該当事項はありません。
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ミネベア株式会社

　取締役会へ

　我々は、ミネベア株式会社及び子会社の2004年及び2003年3月31日現在の円貨で表示された連

結貸借対照表並びに同日に終了する事業年度に係る連結損益計算書、連結資本勘定計算書及び連

結キャッシュ・フロー計算書について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあ

る。我々の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

　我々は、日本において一般に公正妥当と認められる監査の基準、手続き及び慣行に準拠して監

査を行った。この監査の基準、手続き及び慣行は、我々に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及び経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。我々は、監査の結果として意見表明のための合理的基礎

を得たと判断している。

　我々の意見では、円貨で表示された当連結財務諸表は、日本において一般に公正妥当と認めら

れた会計原則及び会計慣行に継続して準拠して、2004年及び20003年3月31日現在のミネベア株式

会社及び子会社の連結財政状態並びに同日に終了する年度の連結経営成績及び連結キャッシュ・

フローを適正に表示している。

　2004年3月31日終了年度の連結財務諸表における米ドル建の金額は便宜的に記載している。我々

の監査は、円貨から米ドル金額への換算も対象としており、我々の意見では、この換算は連結財

務諸表の注記3.に記載された方法に基づいて行われている。

日本国、東京

2004年6月29日

新 日 本 監 査 法 人

注記1.において、ミネベア株式会社及び子会社に係る当連結財務諸表の作成の基礎となる

日本の会計原則及び会計慣行について説明している。

独立監査人の監査報告書




